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モーニングスター株式会社
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Part 1

2005年度通期の連結決算の概況
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モーニングスターの連結グループ

2005年12月1日付でモーニングスターは子会社イー・アドバイザーを統合。

モーニングスター
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連結決算数値

2004年度通期 2005年度通期 対前年同期増減率

（2004年1月～ 12月） （2005年1月～ 12月）

売上高 1,015,129 1,259,990 +  24.1%

営業利益 171,060 252,183 +  47.4%

経常利益 174,943 263,489 +  50.6%

当期利益 106,206 263,197 +147.8%

（単位：千円）
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連結の売上高経常利益率の推移
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連結ROEの推移
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連結業績のハイライト

①モーニングスター単体は、自社ウエブサイトのページビューの急増に加え、
出資した株式新聞社、サーチナとのメディアミックスにより、広告の受注が大幅
に増え、売上高は対前年同期34.2％増、経常利益は51.4％増。

②ゴメス・コンサルティングはサイト構築コンサルティングの売上件数が倍増し、
対前年同期で売上高59.0%増、経常利益は59.2%増。

③連結の当期利益は、ゴメス・コンサルティングの第三者割当増資に伴う子会
社株式のみなし売却益、株式新聞社の持分法投資益、子会社イー・アドバイ
ザーの統合で生じた税効果により、対前年同期約2.5倍。
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2004年度通期 2005年度通期 対前年同期増減率

（2004年1月～12月） （2005年1月～12月）

投資教育・ コンサルティング 658,734 793,143 +20.4%

個別株式 ・ファンドレポート 198,842 241,784 +21.6% 

カスタムデータ 78,778 87,156 +10.6%

ウェブ広告 77,577 137,414 +77.1%

（単位：千円）

連結のプロダクト別の売上高増減率

※その他項目の売上高は除く
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2005年度通期
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Part 2

単体の概況

モーニングスター
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モーニングスター単体の決算数値

2004年度通期 2005年度通期 対前年同期増減率

（2004年1月～ 12月） （2005年1月～ 12月）

売上高 469,738 630,566 +  34.2%

営業利益 70,261 104,286 +  48.4%

経常利益 69,736 105,561 +  51.4%

当期利益 43,002             134,973 +213.9%

（単位：千円）
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モーニングスター単体の利益率の推移
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2004年度通期 2005年度通期 対前年増減率

（2004年1月～12月） （2005年1月～12月）

投資教育・ コンサルティング 99,944 139,418 +39.4%

個別株式 ・ファンドレポート 206,842 242,084 +17.0% 

カスタムデータ 84,178 111,156 +32.0%

ウェブ広告 77,577 137,414 +77.1%

（単位：千円）

単体のプロダクト別の売上高増減率

※その他項目の売上高は除く
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2005年度通期
（2005年1月～12月）
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株式新聞社と協同で投資教育セミナーを実施

運用会社、商品ファンド提供会社、外為証拠金業者からの
スポンサー収入でセミナーを運営

0

12

0

2

4

6

8

10

12

2004年度 2005年度

（件数）

投資教育・コンサルティング事業

スポンサー形態のセミナー開催件数



拡大するMorningstar-SRI Index のライセンスフィー

58

112
130

140

174

0

50

100

150

2004年6月末 2004年12月末 2005年3月末 2005年6月末 2005年12月末

(億円）

投資教育・コンサルティング事業
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利用ニーズが高まるファンド分析・評価レポート
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新聞・雑誌
・朝日新聞
・毎日新聞

・産経新聞
・リクルート
・共同通信

ポータルサイト

・Yahoo Finance
・MSN
・goo.ne.jp

メディアサイト

・asahi.com
・Nikkei Net

携帯端末

・ i-Mode   
・ EZ-Web
・ Voderfon-Live

情報ベンダー

インターネット・プロバイダー
・BIGLOBE
・ドコモAOL
・Nifty

★★★★★

官公庁・団体
・郵政公社
・商工会議所
・商品先物協会

主要金融機関
・三菱UFJ銀行
・中央三井信託
・住友信託
・住友生命
・ソニー銀行
・ｲｰ・ﾄﾚｰﾄﾞ証券など

豊富かつ信頼性の高いデータベース

拡大するモーニングスターのデータ提供先

2005年度のデータ提供件数：237件

カスタムデータ事業
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国内設定の公募株式投資信託が保有する個別銘柄の株式数、保有金額、
保有株式数の増減等のデータを提供。

＜企業側の利用方法＞
⇒機関投資家向けIR
⇒競合企業の投資信託の株主分析

カスタムデータ事業

事業法人のIR担当者向けに国内ファンドのデータを提供

2005年度末現在の提供会社数：46社
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メディアミックスの提案によるWEB広告売上の拡大
株式新聞社とサーチナと提携したことにより、

広告スポンサーにはメディアミックスで広告の提案が可能となった。

豊富な株式コンテンツを
保有したWEBサイト

国内最大の中国関連
ポータルサイト

投資信託NO.1のサイト

ウエブ広告
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ページビューの四半期推移
2005年12月の月間ページビューは、715万PV



22

37,489

53,412

34,305

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

2003年度 2004年度 2005年度

（ 千ページ ）

年間のページビューとユーザー数の推移

ウエブ広告

4,855

6,972

4,542

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

6,500

7,000

2003年度 2004年度 2005年度

（ 千人 ） <ユーザー数><ページビュー>



23

45,902

52,917

39,895

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

2003年末 2004年末 2005年末

（人）

ウエブサイト「ポートフォリオ」機能の登録者数の推移

ウエブ広告

「ポートフォリオ」機能は、ファンド、個別株が無料で登録でき、
日々、自分の損益を確認できる。
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Part 3

単体の概況

ゴメス・コンサルティング
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2005年12月末：44カテゴリー
（調査対象サイト数：684サイト）

調査対象サイト数の推移
684サイトEコマースランキング

・オンラインバンキング
・オンライン専業銀行・支店
・オンライン証券
・オンライン総合証券
・クレジットカード
・商品先物取引
・外為証拠金取引
・海外ツアー旅行
・国内ツアー旅行
・海外航空券
・国内航空券
・国内宿泊予約

・不動産分譲
・不動産賃貸
・不動産購入
・転職情報
・人材派遣
・アルバイト情報
・オンラインショッピング
・オンラインオークション
・公演チケット
・光接続プロバイダー
・自動車保険
・医療保険
・オンライン書店
・中古車情報サイト
・自動車メーカー
・百貨店
・化粧品メーカー

IRサイトランキング
・銀行IR
・証券IR
・情報・通信業IR
・卸売業IR
・電気・ガス業IR
・小売業IR
・保険業IR
・陸運業IR
・空運業IR

モバイルサイトランキング
・モバイルオンラインバンキング
・モバイルオンライン証券
・モバイルクレジットカード
・モバイルアルバイト情報
・モバイル中古車情報サイト
・モバイル公演チケット

New
!

New
!

New
!

New
!

New
!

急増する調査対象サイト数

New! マークのあるものは、2005年10月～2005年12月に発表したランキング
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10月

2005年第4四半期の主要トピックス

11月

（ランキング） モバイルクレジットカードサイト・ランキングを発表

＜ノミネート：16サイト＞
（ランキング） オンラインバンキングサービス・ランキングを発表

＜ノミネート： 9サイト＞
（ランキング） オンライン専業銀行・支店ランキングを発表

＜ノミネート： 9サイト＞
（ランキング） 光接続プロバイダーサイトランキングを発表

＜ノミネート：11サイト＞
（ランキング） 転職情報サイトランキングを発表

＜ノミネート：14サイト＞

2006年1月以降の事業展開
① セミナーの開催

⇒ 「マルチステークホルダー対応時代のIRサイト活用戦略」セミナーを開催。IRサイトに関する
コンサルティング案件の受注増を図る。

② 第１四半期発表予定（発表済を含む）のランキング

⇒ 通販化粧品メーカーサイト、ＩＲサイト、オンライン証券、オンラインバンキング、転職情報サイト
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Part 4

今後の事業展開
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モーニングスターの市場環境
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モーニングスターの市場環境

・2005年4月にペイオフの全面解禁
「貯蓄から投資へ」と変化する家計資産。

・2005年12月末の契約型公募投資信託の残高は55兆円。バブル期の89年末の
58兆円に接近。

・銀行窓販の台頭 （契約型公募投信で11月末現在38％のシェア）

・郵便局での投信窓販開始（2005年10月3日、全国575局）
2005年12月末の販売残高は、410億円。（11月末に比べ、2.3倍）

・銀行の変額年金保険販売の加速化（累計資産残高8兆円）
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拡大する投資信託市場と銀行の販売シェア
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契約型公募投資信託残高と銀行の販売シェアの推移
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変額年金保険資産残高の推移
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郵便局窓販による投信販売残高の予想

(兆円）

（注）郵政公社の計画は年度末
出所：2005年10月3日付け日経金融新聞
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個人金融資産に占める投信の比率
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急拡大した米国投信市場からみる
日本の投信市場の将来性

(兆円）

出所：Investment Company Institute
米国の投資信託の純資産残高は、1$=110円を前提に計算。
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＜米国＞
1980年代後半～2004年
・米国株式相場の上昇
・401(k)の税制優遇
・銀行、保険会社の投信販売開始
・米国モーニングスター設立：投資情報の提供開始

＜日本＞
1998年：銀行、生損保投信窓販開始
2001年：確定拠出年金施行
2005年：ペイオフ解禁
2005年：郵便局の窓販開始
2005年：株式相場の回復

米国投資信託の純資産残高とファンド数の推移
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今後の事業展開 ①

ブランド価値向上による広告収入および

データ・コンテンツフィーの拡大を目指す
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メディア価値拡大による更なる広告収入の増大を目指す

広告スポンサー 広告スポンサー 広告スポンサー 広告スポンサー

証券専門新聞で国内最大 国内最大の中国関連
ポータルサイトを運営
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個人投資家および販売会社向けの
プロダクト・サービスの拡大

・個人投資家向けサービス：
① 「ファンド・インベスター」の拡販
現状の販売部数 5,000部

②WEBサイト、携帯端末利用者向けの
有料サービスへの展開
当初のターゲット：
ポートフォリオ登録者：53,000人

・販売会社：
①トータル・コンサルティングサービス
②投信販売員向けに顧客アドバイスツールの提供
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販売金融機関の資産管理営業をサポートする
モーニングスターのトータル・コンサルティングサービス

ファンド選定に係る
アドバイス

・資産別、地域別の
ファンド選定のアドバイス

・ファンド・オブ・ファンズ
組成に係るアドバイス

ファンドの
モニタリングレポート

・ファンドラインナップの
見直しに必要な運用会社
の調査・分析レポート

販売員向け
教育セミナー

・投資教育
ビデオ

・実践的
教育セミナー

販売金融機関のファンド販売に至る業務フロー

企画・開発企画・開発 研修研修 営業営業 モニタリングモニタリング

販売サポート
ツール

・販売員の
資産管理
アドバイス
ツール
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販売会社は、顧客価値増大に向けて
資産管理型のコンサルティング営業に移行。

販売金融機関 販売金融機関

全ての顧客に単一商品を提供

＜従来＞ ＜今後＞

顧客、一人一人のライフプラン、
リスク許容度に応じて投資アドバイスを提供

顧客が賢くなっていくのに対して、金融機関はそれ以上
のペースで顧客価値増大に向けたサービスを進化させ
ていかなければならない。
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投信窓販用の顧客アドバイス・ツール

「モーニングスター・ポートフォリオ・アドバイザー」の提供

ツールの特徴
・現状の顧客ポートフォリオに付加する最適な資産の提示
・預金、個人向け国債、外貨預金と併せたポートフォリオの
リスク・リターン分析が可能。
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今後の事業展開 ②

グローバル・ネットワークを活用した情報、アドバイスの提供
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・米国を中心に、北米、ヨーロッパ、アジア、オセアニアなど世界20ヶ国に拠点をもつ

Morningstar
Australia / NewZeland

Morningstar Benelux

Morningstar
Canada

Morningstar
Asia

Morningstar Europe
(London)

Kauppalehti(Finland)

Morningstar France

MorningstarGermany

Morningstar Italy
Morningstar Japan

www.morningstar.co.jp

Morningstar Korea

Morningstar Norway

Morningstar Spain

Morningstar Sweden

Morningstar U.K
Morningstar USA

世界に広がるモーニングスターのネットワーク
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グローバルなモーニングスターのリソースを活用した情報提供

国内投資信託（2,000本）

国内株式（500本）

海外株式（1,500本）

海外投資信託（約150,000本）

ヘッジファンド

確定拠出年金変額年金保険

グローバルなモーニングスター・グループ

モーニングスター・ジャパン

商品ファンド

国内株式情報

中国株式情報

世界20拠点に展開するモーニングスター・グ
ループのリソースを活用し、進展する投資家
のグローバル運用に対応する。
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世界20ヶ国にて、150,000を越えるファンドデータを活用する

グローバルなモーニングスターのファンドデータ
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ファンドマネジャーズ・
セレクション

販売金融機関

個人投資家

世界で優秀なファンドマネジャー

安定型 安定成長型 成長型

グローバルデータを活用した、ファンド・オブ・ファンズ、
マルチマネジャーズファンドなどの投資助言業務

国
内
株
式

国
内
債
券

米
国
株
式

欧
州
株
式

海外株式
米
国
債
券

欧
州
債
券

海外債券

純資産残高に対する
アドバイスフィー

モーニングスター・アセットマネジメントは
モーニングスターの評価・格付情報を基準に
世界各国の資産・スタイル別に最も優れた
ファンドマネジャーを選定する。



49

今後の事業展開 ③

シニア関連ビジネス
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団塊世代の大量退職を迎え、資産運用を含む

ライフプランの助言ニーズが拡大する。

2005年以降 団塊の世代の
大量退職が始まる。
60歳を迎える人口は、
10年間で 1920万人
15年間で 2700万人に上る。
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■退職を数年後に控えている。

■充実したセカンドライフを過ごしたい。

■老後の生活費は年金で足りるのか？

■退職後の手続きはどうすれば良いのか？

「大きな不安を抱いている」

■どのような準備をすれば良いのか？

これからは年金教育のニーズが高まる。
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シニアマーケットへの今後の事業展開

① 2007年団塊世代の大量退職に向けた、退職準備教育ツール
の提供

１）退職前後の手続き確認

２）会社制度を含めた最も適した手続き方法のアドバイス

３）退職準備を支援する退職準備キットの提供

② 定年退職者向けのサイト「新生活塾・シニア」を
提供開始。
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今後の事業展開 ④

確定拠出年金関連ビジネス
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確定拠出年金実施企業および加入者の推移

1,768
2 ,0 07

2 ,5 91

3 ,3 11

3 ,7 91

4 ,6 19

3 ,1 34

1,557,599

0

1 ,0 00

2 ,0 00

3 ,0 00

4 ,0 00

5 ,0 00

20
0 3
年
11
月

20
0 4
年
1月

20
0 4
年
4月

20
0 4
年
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20
0 4
年
9月

20
0 5
年
1月

20
0 5
年
5月

0

500 ,0 00

1 ,0 00 ,0 00

1 ,5 00 ,0 00

2 ,0 00 ,0 00

企業型実施事業主数

企業型・個人型加入者計

（事業主数） （加入者数）
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確定拠出年金の課題

導入教育以後の継続教育体制の不備

従業員の資産運用に対する理解不足

従業員自身の運用スタンスが未確定

従業員運用資産状況の格差

⇒資産運用結果の二極化

一定期間経過後の採用ファンドの成績が不明確

適切な商品配分が確立されているか不明確

⇒最適な商品ラインナップの未構築

原資 原資

運用益

運用益

ほったらかし 投資知識習得
による運用

従業員側

会社側
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確定拠出年金の今後の対応について

★ポイント

従業員全員が確定拠出年金を正しく活用し、自分のライフプ
ランに基づき退職後の資産形成を行うことができるための
「継続的な教育」ならびに「採用ファンドの定期的なメンテナン
ス」が必要となる。

★会社側：「採用ファンドの定期的メンテナンス」

１．採用ファンドの成績評価＝第三者による中立的評価

２．採用ファンドの適正配分＝アセットクラスへのファンド配分

⇒適切なファンドの提供
★従業員側：「継続的な教育」

１．投資についていつでも学べる環境の提供＝Ｅラーニング（ＤＣ活用
ガイド付き）

２．フォローアップ体制の提供＝セミナー

⇒継続的な教育体制の構築
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①投資教育
テキスト・パンフレット

② ファンド分析評価レポート

④投資教育
ビデオ

⑤年金運用シミュレーション・ツール

（クリアフューチャー）活用ガイド付き

③投資教育
セミナー

確定拠出年金サービスパッケージ

確定拠出年金加入者向け

⑥ライフ

プランツール
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今後の事業展開 ⑤

ゴメス・コンサルティング
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EC実施済みまたは実施予定企業は3年で3倍の売上予測を立てている

「平成17年版 情報通信白書」総務省より

1.00

3.21

2.17

3.21

2.32

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

2003年度 2004年度 2006年度

パソコン モバイル

パソコン、携帯電話等を対象とした電子商取引の売上高予測

E コマースの成長性
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コンサルティングサービスの拡充

ウェブサイトの分析、評価、構築業務による「顧客維持戦略」の提案に加え、広告、SEO、
メールマーケティングといった「顧客獲得戦略」を組み合わせた付加価値の高いコンサル
ティングサービスを提供してまいります。

商品・サービスに
興味を持つ

商品・サービスに
興味を持つ

商品・サービス内容を
調べる

商品・サービス内容を
調べる

申し込む申し込む
サービスを
利用する
サービスを
利用する

ウェブサイトに
訪れる

ウェブサイト
継続利用申し込み

比較サイト

検索エンジン

広告

一般ユーザーの動き

顧客の獲得 顧客の維持

メール

新たに顧客獲得戦略の提案を実施

２００６年におけるゴメスの方向性
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株主還元について

Part 5
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増額配当の実施

前期に比べ、78％増の増額配当の実施

2004年度 2005年度

1株当たりの配当金 450円 400円
平成17年10月末株主に、
1:2の株式分割を実施。
実質、78％の増配

配当性向（単体） 68.5% 39.01％
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